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第１節 公共建築物のマネジメント方針 

１ 基本的な考え方 

・ＮＣＣ形成への寄与や人口減少対策との整合を考慮しながら，効果的・効率的なサー

ビス提供を行うため，公共建築物の適正配置，有効活用を推進する。 
・市民サービスや利便性の向上，財政負担の軽減を図るため，公共建築物の総量の抑制

に配慮する。 
・施設稼働率の低下など，施設運営の効率化を考慮し，施設規模・機能の適正化，類似

機能の統廃合等を検討する。 
２ ３つの取組の方向性 

将来需要に応じた施設整備量の適正化の推進 

公共建築物の更新にあたっては，スクラップアンドビルドの徹底や床面積の縮小，

需要が見込まれない場合は廃止などを検討することを基本とする。 
→ 建築物の減築等による規模のスリム化などを行い，改修・維持管理費の削減を

図る。 
→ 人口減少等の社会構造変化に応じた整備水準等の見直しを図る。 
→ ただし，サービス・機能が不足している場合には，必要に応じて機能の導入を

検討する。 
 

 公共建築物の集約化・規模の適正化等の推進 

公共建築物の改修・建替えにあたっては，他の施設や機能との集約・複合化による

整備・更新について検討することを基本とする。 
また，地域の人口動態や周辺施設の状況等を踏まえ，施設の規模の適正化について

も検討する。 
→ 地域の核となるような施設については，建替えの際に周辺の施設機能の複合

化や新たなニーズに対応した機能の導入等により，様々なサービスを１か所

で受けられるよう，多機能化を検討する。 
→ 類似機能を有する公共建築物がある場合は，集約・複合化を検討する。 
→ 施設の利用者数の減少など状況の変化等を踏まえ，規模の適正化を検討する。 
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管理運営等の効率化の推進 

公共建築物については，利用者ニーズの変化・多様化に対応したサービス内容の見

直し，諸室レイアウトや設備の改善等により稼働率の向上を図る。 
維持管理において，効果的・効率的に取り組むことができるよう，ＩＣＴの活用を

推進する。 
更新・改修にあたっては，可能な限り長寿命化の推進に取り組み，高効率設備の導

入などによるランニングコストの縮減や，ＰＰＰなど民間ノウハウを活用した効率

的な管理手法の導入による管理運営の効率化を図る。 
  → 管理運営の民間委託や民間施設の集客力を活用した公共施設等への民間施設

の導入など，ＰＰＰを含めた管理運営や整備手法等を検討する。 
→ 民間や国・県等でサービス提供が可能な場合は，連携等による効率的なサービ

ス提供方法を検討する。また，市でサービス提供を行う必要が低くなっている

場合は，廃止や民間等への機能移管を検討する。 
→ 維持管理を効率的に行うため，工事施工の自動化や維持管理におけるドロー

ンの活用などに取り組む。 
→ 改修や建替えにあたっては，効率的な連鎖建替の可能性や，将来的な複合化・

多機能化を見据えた，汎用性が高い施設整備等（例：スケルトン・インフィル

方式）について検討する。また，長寿命化の推進，効率的なエネルギー利用に

よる環境負荷の低減，バリアフリー化の推進，防災対応などに関連する，本市

公共建築物全般に関連する以下の計画との整合を図りながら改修・整備を行

う。 
  ＜関連計画等＞ 

・「宇都宮市公共建築物予防保全計画」 
・「宇都宮市学校施設長寿命化計画」 
・「第３次宇都宮市役所“ストップ・ザ・温暖化”プラン」 
・「第３次宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり推進計画」 
・「宇都宮市地域防災計画」など 

→ 用途廃止となった公共建築物及び土地については，公共施設の整備用地や更

新・改修の暫定用地等の有効活用を図るとともに，公共利用が見込まれない場

合については，民間事業者等への売却，貸付による都市機能の導入を図る。 
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３ 対象範囲 

すべての公共建築物等を対象とし，以下の施設群を設定しマネジメントの推進を図る。 

分 類 主な施設 

公
共
建
築
物 

庁舎施設群 本庁舎，議会，上下水道局庁舎 
消防施設群 消防局庁舎 

消防署・分署，市街地分団・周辺分団 

集会施設群 出張所 
地区市民センター 

生涯学習センター，市民活動センター 

総合コミュニティセンター，地域コミュニティセンター， 

コミュニティプラザ，宇都宮市民プラザ 

特定分野のコミュニティ施設 

（青少年活動センター，まちづくりセンター，農業構造改善センタ

ー，農事集会所 等） 

教育施設群 小学校・中学校，子どもの家， 

教育センター，上河内学校給食センター，適応支援教室 
保健福祉施設群 福祉施設（福祉センター，老人福祉センター，障がい者福祉施設）

医療保健施設（保健所，保健センター，診療所） 

保育所 

図書館，文化・観光施

設群 

図書館，図書室 

文化施設（文化会館，美術館） 
観光・レクリエーション施設 
（ろまんちっく村，梵天の湯 など） 

スポーツ施設群 体育館，プール，運動場，冒険活動センター 
公営住宅施設群 市営住宅，身障者住宅 
公園施設群 公園 
環境，生活・衛生等 

施設群 
ごみ処理施設・し尿処理施設・最終処分場，食肉衛生検査所，墓地・

火葬場 など 
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４ 施設特性別の施設配置の考え方 

施設の集客・アクセス性を考慮し，「広域的・全市的施設」・「地域サービス施

設」・「その他の施設」の３つに分類し，施設配置の考え方を整理する。 

 

分 類 特 性 

広域的・全市的施設 
・市域内外からの集客が見込まれる施設 

・公共交通や自動車によるアクセスを想定 

地域 
サービス
施設 

複数の地域を対象 
・市内各地域や各地区からの集客が見込まれる施設 

・公共交通や自動車によるアクセスを想定 

学区やコミュニティ

を対象 

・主に周辺住民からの集客が見込まれる施設 

・徒歩や自転車によるアクセスを想定 

その他の施設 
・集客を想定しない施設（塵芥処理施設など） 

・その場所でないと成り立たない施設（文化財，史跡など）

 

広域的・全市的施設 

→ 市の顔としての機能や，市域全体の中枢的な機能を有する施設であり，都市拠点また

はその付近に配置する。 

→ 現在，都市拠点外に立地している場合は，建替の際に都市拠点内への再配置を検討す

る。ただし，現在の立地において，地域の特色づくりや周辺施設との相乗効果の発揮

などが想定される場合は考慮して判断する。 

地域サービス施設 

■地域施設 

  →主に市内複数地域（地域別構想５地域，地域拠点１４地域）内の住民が利用する施設

であり，地域拠点もしくは複数地域をまたいで配置する。 

■コミュニティ施設 

  →主に周辺住民が利用する施設であり，学区や自治会ごとに配置する。 

  →徒歩や自転車でのアクセスが想定されるため，等距離でのアクセスが可能となるよ

う，配置単位の中央に配置することが望ましい。 

  →コミュニティ施設については，人口分布に応じた配置の見直しや，施設の過不足に配

慮した配置の検討が必要である。 

その他の施設 

  →集客を想定しない施設（塵芥処理施設など）や，その場所でないと成り立たない施設

（文化財，史跡など）については，現在の立地で維持することを基本とする。 
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＜施設特性別の公共機能配置の全体イメージ＞ 

施設特性 
広域的・全市的

施設 

地域サービス施設 集客を想定しな

い施設など 地域施設 コミュニティ施設 

配置単位 全市 複数地域 
コミュニティ 

学区 
適宜 

配置先 都市拠点 

都市マス 

地域別構想 

５地域単位 

地域拠点 
配置単位の 

中央 
特になし 

庁 舎 施 設

群 

本庁舎    

消 防 施 設

群 

消防局庁舎  消防署・分署 市街地分団・ 

周辺分団， 

消防倉庫 

集 会 施 設

群 

総合コミュニテ

ィセンター  

青少年活動セ

ンター 

まちづくりセンタ

ー 等 

 出張所，地区市

民センター 

 

市民活動センタ

ー・生涯学習セ

ンター 

地域コミュニティ

センター・コミュ

ニティプラザ 

 

教 育 施 設

群 

その他学校， 

教育センター 

  中学校，小学校 

子どもの家 

給食センター 

保 健 福 祉

施設群 

福祉センター，

障がい者福祉

施設 

診療所， 

保健所，保健セ

ンター 

老人福祉施設  保育所（民間含

め） 

 

図書館・文

化・観光施

設群 

文化会館， 

美術館 

図書館 図書室  文化財・史跡，

観光・レクリエー

ション施設 

スポーツ施

設群 

プール 体育館   運動場，冒険活

動センター 

公 営 住 宅

施設群 

    市営住宅，身障

者住宅 

公 園 施 設

群 

 総合公園・地区

公園 

近隣公園 街区公園 その他の公園・

農園 

環境， 

生活・衛生

等施設群 

    ごみ処理施設，

し尿処理施設，

下水処理施設，

農業集落排水施

設，墓地・火葬

場など 
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５ 公共建築物の集約化・複合化の考え方 

（１）基本的な考え方 

・効果的な施設配置を検討するためには，地域の特性や社会環境変化を考慮し，市民に

とってのサービスの効用を向上させる工夫が必要である。 
・公共建築物の改修・建替えにあたっては，建物単体で考えるのではなく，同一施設群

内での効果的な更新・整備や，施設群を超えた複合化・多機能化による施設間の相乗

効果を創り出すための更新・整備などについて検討する。 
 

（２）集約・複合化の効果 

・ 市民サービスの向上 
→ 異なる機能を有する施設を集約・複合化することで，１つの場所で複数のサー

ビスを受けることができるようになる。 
→ 単一の機能では，利用者の減少などにより十分な機能が発揮されない場合でも，

異なる施設が同じ空間にあることで，多機能化のメリットが活かされ，それぞれ

の施設機能の強化による利用者の利便性の向上を図ることができる。 
・ 市有財産の有効活用 

  → 施設を整備する際，新たに土地を求めることなく，既存施設の敷地を有効に活用

しながら施設の更新・整備が可能となる。 
・ 維持管理面の効率化 

  → 施設の管理運営に必要となる人員及びスペースの削減により，維持管理費用の

低減化を図ることができる。 
  → 集約・複合化，多機能化した施設を適正に配置することにより，施設利用者や交

流人口を維持・増加させることにより，各種地域における活動の活性化や，施設

の効果的・効率的な運営を行うことができる。 
   
  ※なお，集約・複合化にあたっては，市民がサービスを受ける際の施設までの距離へ

の配慮，複合機能間のセキュリティや動線への配慮，財産区分・管理区分の適切な

分担・明確化などへの対応を併せて検討する。 
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＜集約化，統廃合のイメージ＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 ※用途廃止になった施設が，公共利用が見込まれる場合は他用途へ転用し，引き続き土

地・建物を利活用する。ただし，公共利用の必要性がない場合は，民間等への売却・貸

付等により財源確保に充てる。 
  

施設Ａ 施設Ｂ 

複合化・多機能化施設 

施設Ｄ 

Ｃ

Ａ Ｂ 

Ｄ 

× 

×

×

施設Ｃ 

他用途 
有効活用 

土地・建物の保有量は減るが，公共サービ
スは場所が移って維持される 

施設Ｘ①

施設Ｘ②

施設Ｙ①

施設Ｙ②

施設Ｘ①

施設Ｙ②

× 

×

土地・建物の保有量は減り，公共サービス
を提供する場所も少なくなる 

【集約化】 【統廃合】 
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＜複合化・多機能化により期待される効果＞ 

 
■機能が類似した施設の複合化による相乗効果 
  
機能が類似した施設の複合化を図ることで， 

 相乗効果による立地条件の向上や，機能相互 
に利用者数の増加が期待できる。 

 
 
 
■施設利用者の利便性の向上 
  
施設利用者が，公共施設と民間施設とを併せ 
て利用する需要が見込まれ，利用者の利便性 
が向上する。 

 
 
■一体的整備による施設管理運営コストの削減 
  
施設の共同利用や維持管理サービスの一体的実施 

 などにより，施設の運営コストの削減が期待でき 
 る。エレベーター等の共用部分や駐車場等の共同 
 化による施設の延床面積の削減につながる。 
 
  

生涯学習施設 

コミュニティ施設 

民間施設 
（飲食店・スーパー

等） 

公共施設 
（庁舎・窓口系） 

施設Ｂ 

施設Ａ 
共用
部分 



 

43 
 

６ 検討の進め方 

（１）施設のあり方の判定 

 ア 基本方針 

  ・施設の「機能」に着目して将来のあり方（同等施設として建替え／他施設に機能移

転／用途転用／廃止など）を検討し，施設の維持・廃止の検討を行う。 

  ・建築年数や建物性能に問題がない場合でも，利用者にとっての利便性が悪い場合に

は，機能の移転を検討する。 

 

 イ 検討対象 

   すべての施設 

 

 ウ 検討手順 

  ①「機能」の維持・廃止の検討 

   →将来の人口減少・少子高齢化に伴う施設ニーズの変化を予測し，ニーズが著しく

減少することが想定される場合は機能の廃止を検討する。 

→稼働率・利用率が低い施設，当初の想定と利用実態に乖離がある施設などについ

ては，優先的に見直し対象とする。 

  ②「機能」重複の是正 

   →施設の特性を踏まえ，同施設群やエリア内に機能が重複する施設がある場合には

集約化を検討する。 

   →国・県の施設や民間の施設による代替可能性を含めて検討する。 

  ③「機能」喪失の回避 

   →廃止により地域から機能が喪失しないよう，施設の配置エリアごとに機能を維持

することとし，機能がない場合には，新たに機能導入を検討する。 

  ④民間等への移管の可能性 

   →民間や地域に移管できる施設は移管する。 

  ⑤立地条件の適切性 

   →①～④の検討で「機能維持」と判定された場合には，その施設機能を利用する者

にとっての利便性を鑑み，立地場所の改善の余地はないか検討する。 

   →立地が適切な場合は，余剰スペースに他機能を導入したり，建替え時に複合化す

るなどして多機能化を図る。 

   →立地が適切でない場合は，より適切な立地の他の施設や遊休地への機能移転を検

討する。 
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＜公共建築物の再編イメージ＞ 

・将来的な施設需要の動向（利用者が増えるか減るか）を見定め，需要にあった規模の

施設のあり方（例：施設の統廃合，複合化）を検討する。加えて，「ネットワーク型

コンパクトシティ」の形成との整合を図り，都市機能誘導区域や居住誘導区域などの

拠点内への再配置，集約化を検討する。 

 

公共建築物（「機能」「ハコ」）の再編の考え方（イメージ） 
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参考：公共建築物のあり方判定フロー 
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（２）公共建築物の集約化・複合化の判定 

ア 基本方針 

・異なる種類の施設であっても，機能の重複がある場合は，これを集約して機能重複を

解消する。 
・将来のニーズの変化に合わせて，集約化により施設面積を縮減する。 
・集約化の核となる施設を設定し，当該施設に機能を集約化する。 
・都市拠点・地域拠点内の施設は，優先的に集約化の核となる施設として位置づける。 
 

イ 検討対象 

「施設のあり方判定」により移転可能性が高いとされた，以下の施設群については，集

約・複合化を積極的に検討する。 

“移転候補施設群” 
消防施設群（市街地分団・周辺分団），集会施設群， 

保健福祉施設群（老人福祉施設） 

“核となる施設” 

※移転先となる施設 
・本庁舎，小中学校，地区市民センター 

 

施設特性 
広域的・全市的施

設 

地域サービス施設 集客を想定しない

施設など 地域施設 コミュニティ施設 

配置単位 全市 複数地域 
コミュニティ 

学区 
適宜 

配置先 都市拠点 

都市マス 

地域別構想 

５地域単位 

地域拠点 
配置単位の 

中央 
特になし 

庁舎施設群 
本庁舎     

 

消防施設群 消防局庁舎  消防署・分署 市街地分団・ 

周辺分団， 

消防倉庫 

集会施設群 

総合コミュニティセ

ンター  

青少年活動センタ

ー 

まちぴあ 等 

 出張所，地区市民

センター 

 

市民活動・生涯学

習センター 

地域コミュニティセ

ンター・コミュニテ

ィプラザ 

 

教育施設群 
その他学校， 

教育センター 

 中学校，小学校 

子どもの家 

給食センター 

保 健 福 祉

施設群 

福祉センター，障

がい者福祉施設 

診療所，保健所，

保健センター 

老人福祉施設

（民間含め） 

 保育所（民間含

め） 

 

 
 

施設群内での集

約複合化の検討 

複数の施設群にまたが

る集約複合化の検討 
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ウ 検討手順 

①同じ施設群の中で，「配置エリア」内に同一機能があれば，集約化を検討する。 
その場合，望ましい立地の施設に機能を集約することを基本とする。 

 配置エリア 望ましい立地 

広域施設 全市 都市拠点内 

地域施設 ５地域，１６地区等 

（施設種によって異なる） 

都市・地域拠点内 

コミュニティ施設 学区，コミュニティ等 配置エリアの中央 

 
②異なる施設群の間で，「配置エリア」の中に同一機能があれば，集約化を検討する。 

その場合，「核となる施設」に機能を集約することを基本とする。 
※集約化の核となる施設例 

都市拠点エリア 本庁舎，小中学校 など 

地域拠点エリア 地区市民センター，小中学校 など 

 
③各施設の利用者の動向や提供するサービス，その際に必要となる諸室・機能などを考

慮し，それぞれの施設の親和性や相性について検討する。 
→ 共有化できる諸室・機能があるか 
→ 対象利用者の相性はどうか，交流等による相乗効果は期待できるか 
→ アクセス利便性，稼働率の向上につながるか 

機能の組合せパターン 施設例 
設備が同一で対象者が 
異なる施設（貸館等） 

・市民活動センター＋老人福祉施設 

共通の機能を有する施設 岡本・田原コミュニティプラザ 
両施設の利用者にとって 
メリットが期待できる施

設 

学校＋地域コミュニティセンター＋老人福祉施設 

配置単位が類似する施設 ・学校＋消防分団 
・サイクリングターミナル＋少年自然の家（森林公園）

＋自然休養村管理センター 
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④上記①～③の検討において，各施設が提供する機能について，「特別な施設・設備の

必要性」や「専門資格・技能を持った職員の配置の必要性」の観点を考慮し，集約化

の可能性を検討する。 
施設機能のタイプ分類 

Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ 

特別な施設・設備

が必要で，専門資

格・技能を持った

職員の対応が必要 

特別な施設・設備は

必要であるが，一般

の職員で対応が可能 

特別な施設・設備は

不要であるが，専門

資格・技能を持った

職員の対応が必要 

特別な施設・設備は

不要で，一般の職員

で対応が可能 

 学校教育 

 幼児教育・保育

 障害児教育 

 高齢者介護・生

活支援 

 医療 

 機能訓練（障が

い者・高齢者）

 火葬 

      など

 スポーツの観戦・

活動の場 

 文化・芸術の鑑賞・

活動発表の場 

 給食調理 

 レクリエーション

 防災拠点 

 住宅 

など 

 放課後教育・保育

 児童発達支援 

 障がい者自立支援

 不登校児童・生徒

の復帰支援 

 検診，健康管理 

など 

 集会，事務，会議

 団体の活動拠点 

 情報収集・発信 

 研修・人材育成 

 図書の閲覧・貸出

 健康増進 

 子育て支援 

 外国人支援 

 中小企業支援 

 男女共同参画支援

 地域課題解決支援

 申請窓口 

 駐車・駐輪 

など 

 
  ⑤効率的な施設整備の検討 

・導入する機能を整理した上で，利用者数の見込みなどから必要となる施設規模等を

精査するとともに，整備後の効率的な維持管理や効果的な整備手法などを検討し，

複合的な施設整備の可能性を判定する。 
→ 施設規模（利用者数，必要となる諸室等から複合化する施設の規模など） 
→ 維持管理（整備コスト，維持管理コスト，人的コストの効率性など） 
→ 整備手法（補助金などの導入可能性，ＰＰＰ・ＰＦＩの導入可能性，将来的な     

使い勝手を考えた可変性のある施設整備など） 
 

⑥機能移転後の元の施設・土地の取扱の検討 
・公共利用の必要性を判断し，必要がある場合は，用途転用し引き続き利活用を図る。

必要がない場合は，用途廃止により売却・貸付を行う。 
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 ＜集約・複合化のイメージ＞ 

・ 類似施設の統合の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 複合化による共用部分の維持管理費用の削減の例 

 

食堂

（空き）

職員室 教室 教室 教室

食堂

和室

娯楽室

職員室 教室 教室 教室

事務室 倉庫

（空き） 事務室

倉庫

和室

娯楽室

取
組
前

取
組
後

学校

学校

拠点

拠点

福祉施設 消防分団

生徒減で発生した
空き教室の活用

消防分団
福
祉
機
能

（空き）

グラウンドの空き
スペースに移設

（空き）

用途転換、
売却等を検討

用途転換、
売却等を検討

地域拠点

地域拠点

会議室 会議室

取
組
前 

取 組 後 

施設①

施設①

事務室

会議室 会議室

会議室 事務室

会議室 会議室 

施設② 

事務室 

（空き） 

（空き）

（空き）

○重複機能の解消
○空き部屋の活用

用途転換，売却

等を検討 

取
組
後 



 

52 
 

第２節 インフラのマネジメント方針 

１ 基本的な考え方 

・インフラは，市民の安全確保を図るため，費用対効果や経済波及効果等を考慮し，整

備，更新，維持管理を実施する。 
・更新にあたっては，長寿命化を可能な限り図るとともに，積極的にＰＰＰの推進に取

り組むなど，更新，維持管理に係るコストの縮減を図る。 
・維持管理にあたっては，効果的，効率的に行うことができるよう，ＩＣＴの活用を推

進する。 
・人口減少や少子高齢化などに対応した持続可能な都市の形成や，ネットワーク型コン

パクトシティの形成に向けた居住誘導の促進等を考慮し，効率的な整備・更新を実施

する。 
 

２ ３つの取組の方向性 

将来需要を考慮した規模・機能の見直し 

市民生活の安全や利便性の確保，今後の居住継続の必要性など，将来的なインフラ需

要を考慮した，インフラの規模・機能の縮小・廃止等を含めた見直しを図る。 

長寿命化の推進 

各インフラの機能低下時に生じるリスクや影響度などを見極め，インフラの特性に

応じて「予防保全」，「事後保全」の手法を適切に使い分け，ライフサイクルコストの最

小化と維持管理・更新に要する費用の平準化を考慮した，適正な維持管理，長寿命化を

推進する。 

計画的・効率的な維持管理の推進 

日常の巡視・点検及び定期点検を確実に実施し，点検結果に基づく健全度評価を行い，

その結果を蓄積するとともに，ＩＣＴの活用を推進し，計画的・効率的なマネジメント

を推進する。 

→ 劣化の進行度合いの把握，将来の劣化予測に基づき，健全性が大きく損なわれる

前の適切な時期に対策を講じる。 

→ 人口の減少が進行する中において，効果的，効率的に維持管理を行うため，ドロ

ーンなどＩＣＴの活用を推進する。 

→ 災害時における避難等に必要なライフラインを支えるものなど，重要度が高い

施設の優先的な更新整備等を行う。 

→ 効率的なエネルギー利用による環境負荷の低減やランニングコストの縮減，民

間活力の導入などＰＰＰの推進に取り組むとともに，施設の運営・管理等の効率

化に取り組む。 
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３ 対象範囲 

すべてのインフラを対象とし，以下の施設群を設定しマネジメントの推進を図る。 

イ
ン
フ
ラ 

道路施設群 舗装 

橋りょう 

軌道施設群 ＬＲＴ（軌道，車両 など） 

河川施設群 河川構造物（護岸，堤防，堰 など） 
水道施設群 施設（取水場，浄水場，配水場 など），管路 
下水道施設群 施設（処理場，ポンプ場 など），管渠 
生活排水施設群 農業集落排水処理施設，地域下水処理施設，工業団地排水処理施設

 
 
４ インフラ健全度評価の設定 

  ・インフラ各施設群において，老朽化の状況等を診断し健全度評価を行い，その結果を

データベースに蓄積し，マネジメントの推進に活用する。 
  ・健全度や重要度の設定にあたっては，「その機能が停止した場合の影響（リスク・

被害等）」や「将来需要の見込み」，「ネットワーク型コンパクトシティ形成への寄

与度」などを考慮する。 
    
＜健全度区分イメージ＞ 

健全度区分 健全度評価の内容 

５ 
劣化や状態変化がほとんどなく，施設の機能上の問題はな

い。 

４ 
軽微な劣化や状態変化が見られるが，施設の機能低下はなく

経過観察を行う。 

３ 
劣化や状態変化が進行しており，施設の機能低下を起こさな

いよう対策を講じる必要がある。 

２ 
劣化や状態変化が広範囲に進行し，施設の機能が低下してい

るため，速やかに対策を講じる必要がある。 

１ 
劣化や状態変化が著しく進行し，施設の機能が大きく低下し

ているため緊急に対策を講じる必要がある。 
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参考：各施設群の優先度・重要度の考え方 

 舗装 

① 優先度・重要度の考え方 

・道路特性に応じて，道路を「予防保全」と「事後保全」を図る路線に分類し，修繕する

路線の重点化を図るとともに，分類区分ごとに適切な維持管理目標を設定し，適時・適

切な修繕を行うことで，ライフサイクルコストの縮減と事業費の平準化を図る。 

・道路の分類にあたっては，「ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン」や「宇都

宮市立地適正化計画」などの関連する計画，公共交通の再編等の考えを踏まえ設定する。 

 

 

② 目標とする維持管理目標 

  ・維持管理目標（MCI）を下回らないように修繕を実施する。 

  ※MCI は，ひび割れ率・わだち掘れ量・平たん性の３指標から算定される管理目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜適切な維持管理目標＞ 
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 橋りょう 

① 対象施設 

本市の認定市道に架設されている 1,272 橋を長寿命化対象とする。 

・鉄道・高速道路・国道に架かる跨線橋・跨道橋 

・一級河川に架かる主要な橋 

・その他幹線道路や生活道路等の橋 

 
② 橋りょうの健全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 優先度・重要度の考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

    内容

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階

構造物の機能に支障が生じていないが，

予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい

状態

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があり，早期

に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている，又は生じる可

能性が著しく高く，緊急に措置を講ずべき状態

健全性の区分

Ⅰ

441橋
35%

Ⅱ

814橋
64%

Ⅲ

16橋
1%

Ⅳ

0橋
0%

判定区分

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

（参考）H26～H30 の点検状況 

定期点検結果に基づき，健全性の低い橋りょう（判定区分Ⅲ）を最優先に対策を行う。※５年以内に修繕 

【優先順位の考え方】 

健全度・施設規模・ＮＣＣ要素・第３者影響度・耐震化 の観点から，橋りょうごとの重要度を決定する。 

重要度が高い橋りょうを優先して修繕を実施 

【予防保全型の修繕イメージ】 
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 水道 

・ アセットマネジメントの全体像 

 
 
・給水への影響度が大きい水道施設は「予防保全」を実施する。 
・劣化状況の把握・不具合時期の予測が可能な水道施設は「状態監視保全」，劣化状況

の把握が困難な水道施設は「時間計画保全」を実施する。 
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 下水道 

・ 改築更新の基本的な考え方 

「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン」（国土交通省水管理・

国土保全局下水道部，国土交通省国土技術政策総合研究所下水道研究部）に基づき下図

のとおり実施する。 
 

  

【定義】 
・健全度 
 施設の劣化状況等により健全さを示す指標
・緊急度（管渠のみ） 
 健全度に基づく対策の実施時期を示す指標


